
あきた未来総合戦略　基本目標検証（平成28年度）

産業振興による仕事づくり

２ 基本的方向

３ 数値目標及びその達成状況

４ 数値目標（ＫＰＩ）の分析

５ 基本目標を構成する施策検証の結果

１ 基本目標 １

○航空機産業など、今後の成長が見込まれる産業分野への新たな事業展開や拠点形成に向けた設備投資への支援、それを担
う人材の育成を進めるとともに、地域経済を牽引する中核企業の育成や、中小企業振興条例に基づく企業競争力の強化、起
業及び事業承継に対する支援体制の充実、産業拠点の形成等を促進する。
○農林水産業の成長産業化に向けて、強い経営体の育成、米依存から複合型生産構造への転換、６次産業化を推進するとと
もに、ウッドファーストに関する県民運動を展開するなど、県産材の利用拡大を図る。
○総合戦略産業としての観光を推進しながら文化やスポーツを一体的に捉えた取組を進めることにより、交流人口の拡大を
図り、地域経済への波及効果を高める。

数値目標
（重要業績指標ＫＰＩ）

現状値
年度 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１

直近の
達成率

達成度
年度

一部
未判明

Ｈ２６

2,635 2,6552,235 2,415 2,6902,175 目標

実績 2,035

達成率 91.1%

雇用創出数
平成31年度までに 12,630人
（５か年分の累計）

出典：
産業労働部、農林水産部、観光
文化スポーツ部調べ

単位 人

項 立 て 施 策 名 施 策 検 証 の 結 果

※達成度の判定基準　Ａ：100%以上　Ｂ：80%以上100%未満　Ｃ：60%以上80%未満　Ｄ：60%未満

(1)
地域産業の競争力
強化

(ア)成長分野への事業展開と中核企業の育成 Ｂ

(イ)企業の経営基盤の強化と産業拠点の形成 Ｂ

(ウ)起業と事業承継の推進 Ａ

(エ)産業人材の育成 Ｃ

○「雇用創出数」（速報値）については、「地域産業の競争力強化」の観点から誘致企業や成長産業における雇用創出数及
び起業数、「農林水産業の成長産業化の促進」の観点から新規就農者数及び新規林業就業者数、観光を中心とした交流人口
の拡大の観点から観光消費額の拡大による雇用創出数の合計を指標として設定しているが、一部が未判明となっている。そ
れぞれ状況は以下のとおりである。
○誘致企業や成長産業の雇用創出及び起業数については、企業誘致が順調に進んだこともあり、目標値を上回っている。
○新規就農者については、給付金制度や研修制度などの効果により、前年度より増加しているものの目標値には及ばなかっ
た。新規林業就業者数は、統計数値の発表が予定より遅れており、未判明である。
○本県への延べ宿泊者数が対前年で減少したことにより、観光消費額が減少したため、新規の雇用創出には結び付かなかっ
た。これは、日本人の国内旅行市場が全国的に伸び悩み、特に東北地方の落ち込みが顕著であることが影響している。

(2)
農林水産業の成長
産業化の促進

(ア)強い担い手づくりと新規就農の促進 Ｂ

(イ)複合型生産構造への転換の加速化 Ｂ

(ウ)農林水産物の高付加価値化と流通販売対策の強化 Ｂ

(エ)「ウッドファーストあきた」の推進による林業雇用の拡大 Ａ

(3)
観光を中心とした
交流人口の拡大

(ア)「ユタカなアキタ」の魅力発信 Ｂ

(イ)「みんなにやさしい観光あきたづくり」の推進 Ｂ

(ウ)文化・スポーツ等により地域の元気創出 Ａ

(エ)交流を支える交通ネットワークの充実 Ａ

 資料１－２ 

林業への新規就業者数が未判明である 
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６ 施策検証の概要

　
７ 総合評価
(1) 評価

○「成長分野への事業展開と中核企業の育成」と「企業の経営基盤の強化と産業拠点の形成」は、「航空機産業の振興」
「商業・サービス業の振興」等が目標値を下回っているが、その他の施策では概ね目標値を達成している。
○「起業と事業承継の推進」は、「起業・創業の推進」と「事業承継の推進」のいずれも目標値を達成しているが、「産業
人材の育成」は、Ａターン就職者数をはじめ目標値を下回っている。
○園芸メガ団地や大規模肉用牛団地の整備など、各地域で複合型生産構造への転換に向けた核となる動きが顕著になって
きている。
○「「ユタカなアキタ」の魅力発信」及び「「みんなにやさしい観光あきたづくり」の推進」は、延べ宿泊者数が全国的に
減少傾向にあること等が影響し、目標値を下回っているが、「文化・スポーツ等により地域の元気創出」及び「交流を支え
る交通ネットワークの充実」は、全体として順調に推移している。

総 合 評 価 Ｂ

理 由

○航空機の製造品出荷額が目標値に達していないが、出荷額は増加傾向にあり、雇用創出が順調に図られて
いる。
○風力発電導入量の平成28年度導入実績は、累積では目標値をやや下回ったが、単年度の導入量は全国一で
あり、順調な導入拡大が続いている。
○意欲を持って自社の競争力強化を図ろうとする企業を「がんばる中小企業」に認定し、商品・サービスの
付加価値向上や新たな市場開拓を促進しており、新たな取組の件数は概ね順調に推移している。
○商工団体等の各支援機関と連携し、事業承継に関する相談体制の整備やセミナー等による意識の醸成を進
めており、県内企業の円滑な事業承継の促進に積極的に取り組んでいる。
○全国的に有効求人倍率が高水準で推移する中、人材獲得競争が激化しており、県内大学生等の県内就職率
やＡターン就職者数など、産業人材の育成確保については、やや遅れている。

○農業法人については、担い手への農地集積が進み、規模拡大が図られている。農業法人の確保数は増加傾
向にあり、おおむね目標を達成することができた。
○就農研修の受講者が増加傾向にあることや、移住就農者に対する各種支援策の創設により、本県農業に対
する可能性や魅力を感じる者が多くなっていることなどから、新規就農者の確保に結び付いている。
○園芸メガ団地等大規模園芸拠点の整備やオール秋田体制での野菜等の生産振興、県オリジナル品種の生産
の拡大と販売促進等に努めてきた結果、えだまめが東京都中央卸売市場における７～10月期の累計入荷量で
２年連続で日本一を達成したほか、ねぎや花きの販売金額が20億を突破し過去最高の実績となるなど、成果
が着実に現れてきている。
○黒毛和牛の出荷額については、肥育牛出荷頭数は伸び悩んでいるものの、牛枝肉単価が高い水準で推移し
ており、概ね目標を達成した。
○飼料用米の生産拡大に向けて、国助成制度を活用した県特別枠による加算措置や、県事業を活用した飼料
用米専用品種種子の確保、専用保管庫の改修等の支援を行った結果、目標には達しなかったものの、前年度
を上回る作付となった。
○大規模な直売所の建設が進むなどＪＡによる６次産業化の取組が着実に進みつつあるほか、異業種交流会
においては、事業者間の積極的な交流が図られ、新たな取引の開始や共同での新しい商品づくりなど連携し
た取組が促進されている。
○マッチング体制の強化により、きめ細かな現場サポートが可能となったことなどから、マッチング成約件
数は着実に伸びている。
○水産加工業者等への加工機器導入や商品開発等に対する助成や、販売促進と販路拡大の助言指導により、
水産加工団体が活性化しているほか、漁業生産面では、放流用種苗の継続的な生産により、水産資源維持増
大に寄与している。

○観光客のニーズに合った受入環境の充実や、秋田犬をキラーコンテンツとする国内外での集中プロモー
ション等を実施した結果、インバウンド誘客は着実に拡大しているが、全体の延べ宿泊者数は、他県との厳
しい競争の中で伸び悩んでいる。
○市場ニーズを先取りした秋田オリジナルな商品開発支援等に取り組んだ結果、首都圏等との商談が引き続
き拡大しているほか、シンガポールなど海外販路の開拓が進展した。
○大館樹海ドームを会場とした「新・秋田の行事」の開催や、たざわ湖スキー場におけるモーグル・ワール
ドカップの開催等により、文化やスポーツを通じた交流人口の拡大が進展している。
○秋田空港及び大館能代空港の利活用促進のため、地元の協議会等と連携し、旅行会社を訪問し旅行商品造
成を働きかけた結果、路線の維持と利便性向上が図られている。
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(2) 課題
（１）地域産業の競争力強化
○航空機の製造用治具や整備用機材、内装品の受注により、製造品出荷額を伸ばしているが、機体部品等では単工程の受注
にとどまっており、県内における波及効果が少ない。
○風力発電設備導入量の順調な拡大を踏まえ、建設工事、メンテナンスに加え、建設用部材や発電設備用部品の供給などへ
の県内企業の参入促進が求められている。
○補助金が不採択となった企業の取組についても、きめ細かなフォローアップを行い、挑戦を続ける企業の意欲維持を図る
必要がある。
○県内中小企業の多くが、経営者の高齢化に伴い、世代交代の時期を迎えており、雇用の確保や優れた技術、ノウハウ等の
貴重な経営資源を承継する上で、後継者の確保や円滑な承継が大きな課題となっている。
○国内の労働力不足が顕在化しており、全国の有効求人倍率の高水準は続くものと考えられることから、高校生、大学生、
既卒者、県内在住者、県外在住者など、ターゲットに則した効果的な取組が必要である。

（３）観光を中心とした交流人口の拡大
○平成27年以降減少傾向にある延べ宿泊客数の増加に向け、ＪＲ東日本等とタイアップした誘客プロモーションや、市町村
や関係団体、民間事業者等と一体となった受入態勢の充実などについて、更なる強化を図る必要がある。インバウンドにつ
いても、外国人宿泊者数が増加傾向にあるものの全国的に低位であることから、各種施策の更なる充実が必要である。
○国内外のマーケットにおける他県産品との競争が激化していることから、マーケティング活動や魅力的な商品の開発、効
果的なプロモーションに取り組む必要がある。また、食品領域の新商品開発は、他業種と比較して商品のライフサイクルが
短いことから、ヒット商品をコンスタントに創出するとともに、有効な販売チャネルを確保する必要がある。
○少子高齢化や若者の県外への流出などにより、文化活動の担い手不足が生じており、継承・発展に向けた人材の確保・育
成が課題になっている。また、若者が主体となって、文化活動に取り組む活動が減少している。さらに、多くの地域で文化
資源を観光に結びつけていくため、様々な事業を実施しているが、それぞれが小規模で集客に苦労しているほか、財源の確
保等が課題となっている。
○高齢者向けのスポーツ実施機会の提供と、青壮年期から運動習慣の定着を図る必要がある。また「スポーツ立県あきた」
の推進にあたっては、小学生期からの一貫指導体制の確立とジュニア選手の強化に更に取り組む必要がある。さらに、2020
年東京オリンピック等に向けた合宿誘致の県内受入を進めるため、ホストタウン指定市町村を更に増やしていく必要があ
る。
○秋田空港及び大館能代空港の国内定期便利用者数は目標を達成しているが、訪日外国人旅行者を含め、羽田等国内主要空
港からの誘客を強化するなど、路線維持・充実のための効果的な取組を継続していく必要がある。奥羽・羽越両新幹線の整
備促進については、産業や人材を地方に呼び込み、地方創生を実現するために、整備計画への格上げに向けた取組を加速さ
せる必要がある。

（２）農林水産業の成長産業化の促進
○農業法人の経営規模拡大や複合化の推進、中山間地域等条件不利地域を担う経営体の取組、法人間の事業連携や経営統合
経営継承の取組を支援する必要がある。また、新規就農者の確保・育成については、引き続き就農前から就農後に至る総合
的な支援対策を実施する必要がある。
○本格的な営農を開始した園芸メガ団地については、経営が早く軌道に乗るよう技術・経営両面から重点的な支援が必要。
　加工・業務用向け生産に新たに取り組む生産者の確保や、実需者の要望する価格で生産するためのより一層の低コスト化
が必要である。
○秋田牛については、全国的な繁殖雌牛の減少に伴う子牛価格の高騰が続き優良素牛の確保が困難となっており、ブランド
を支える繁殖経営や肥育経営の体質強化が喫緊の課題となっている。
○比内地鶏については、全国各地の地鶏や銘柄鶏等の台頭などにより販売量が減少していることから、関係者一丸となった
販路拡大の取組が急務である。
○飼料用米の取組には地域差があり、今後は飼料用米の作付が進んでいない県南部を主体に、専用品種の導入で主食用米並
みの所得確保が可能となる取組等を進め、作付拡大を図ることが必要である。
○６次産業化は着実に進展してきているものの、米や一部の青果物を除いて農産物のロットが小さく、加工向けに安定供給
できる品目が少ないこと、販売力や情報発信力が小さいこと、加工の技術やノウハウが少ないこと等が課題である。
○地域の農業所得の向上や雇用創出につなげていくためには、異業種との連携による商品力の強化や販売拡大、JAによる大
規模な６次産業化などの取組の創出が必要である。
○国の農政改革などにより産地間競争の一層の激化が見込まれているほか、多様化する消費者・実需者ニーズを生産面に反
映させ、増加傾向にある加工・業務用需要に十分対応していく必要がある。
○漁業資源の安定確保のためには、つくり育てる漁業による種苗放流の継続的な実施が不可欠であるが、漁業者の減少とと
もに、漁業生産量及び生産額ともに減少傾向にあり、特にハタハタについては資源状況が悪化するなど、資源管理の取組強
化が必要である。
　水産加工業については、これまで水産加工業者の基盤強化を図ってきたが、魚価や漁業者所得の向上には至っていないた
め、漁業者が主体となった取組が必要である。
○人口減少等により今後の住宅着工数の増加が困難と見込まれる中、これまで以上に公共施設や商業施設等の非住宅分野に
新たな木材需要を創出していくことが求められており、こうした分野のニーズに対応できる多様な木質部材のラインナップ
の充実が必要である。
○林業では、事業を確実に伸ばしている事業体は、ある程度人材を確保できていると聞くが、依然として人材確保ができて
いない事業体も多い。そのため若者が林業を身近に感じ、入りやすくするような各種事業展開が必要である。
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(3) 今後の対応方針
（１）地域産業の競争力強化
○航空機の機体やエンジンなどの基幹部品への参入を図って、受注を質・量ともに充実させていくため、認証取得による特
殊工程の導入や、地域企業が連携して一連の工程を担うサプライチェーンの形成により、効率的な生産体制の構築を推進し
ていく。
○県内で計画されている洋上風力発電の着実な事業化に向けた支援とともに、県内事業者の風力発電関連産業への参入を促
進するため、メンテナンス、部品供給・製造を目指した大手事業者とのマッチング支援などの取組を推進していく。
○不採択になった企業の取組に対しても、他の支援施策の情報提供などを行って、継続的な挑戦を後押しすることで、自立
型・創造型の中小企業の創出・育成を図っていく。
○商工団体、金融機関等から構成される中小企業支援ネットワーク内に「事業承継ワーキンググループ」を設置しており、
各支援機関における取組の情報共有を図り、共通認識の下で、円滑な事業承継の促進に積極的に取り組んでいく。
○産業施策を踏まえ、高校生、大学生等、Ａターン就職の既卒者など、ターゲットに即した県内定着に向けた取組を進める
ほか、Ａターン就職希望者等に対しては、就職支援と生活相談を一体的にきめ細かく対応していく。

（２）農林水産業の成長産業化の促進
○農地中間管理機構を活用した農地の集積・集約化の推進、中山間地域等条件不利地域での経営規模拡大や集積・集約化の
促進、複合化・多角化による経営発展など、意欲ある経営体の取組を支援し、地域農業を牽引するトップランナーとしての
農業法人等を育成するほか、多様なニーズに対応した研修制度の充実や首都圏でのＰＲ活動の強化、中年層を対象とした県
独自の給付金制度の創設、移住就農対策の強化、農業法人等の経営継承に向けた取組への支援により、強い担い手づくりと
新規就農の促進を図る。
○えだまめやねぎの生産・販路拡大や品質向上等による有利販売の取組を強化するほか、菌床しいたけの更なる生産・販路
拡大により日本一を目指すとともに、オリジナル品種を核とした花きや果樹の生産・販路拡大を図る。また、複数の団地を
組み合わせて販売額１億円を目指すネットワーク団地など、多様な園芸拠点を全県域に展開し、出荷量の更なる増大や販路
拡大を図る。
○秋田牛ブランドの全国メジャー化を図るため、宮城県で開催される全国和牛能力共進会での上位入賞に向け、出品候補牛
の調教や飼養管理に係る指導、科学的な発育診断等の取組強化や、ブランドを支える繁殖基盤や肥育農家の体質強化に取り
組むほか、比内地鶏の県内外における販路開拓や消費拡大に向けた取組を強化するとともに、品質の高位平準化と食味の高
さなどストロングポイントの訴求に取り組んでいく。
○飼料用米については、国に対して現行並の助成制度の継続を要望するとともに、専用保管庫の整備や新たな供給先確保等
により、更に生産者が取り組みやすい環境づくりに努める。
○農林漁業者と食品メーカーなど異業種との連携による６次産業化を引き続き促進するほか、事業規模の拡大等の経営発展
に向け、サポートセンター等によるフォローアップの充実を図るとともに、集荷力や組織力を活かし大規模な６次産業化に
取り組むＪＡを育成するなど、地域経済に活力を与えることのできる６次産業化の取組の増加を図る。
○農業法人やＪＡが主体的に取り組む販路拡大や、実需者ニーズに即した付加価値の高い商品づくりなどを引き続き支援し
ていくとともに、首都圏はもとより関西や海外などエリアを広げて、量販店やレストランでのフェア開催や商談機会の提供
など、様々なアプローチで秋田の強みを生かしたプロモーションを展開し、これまで以上にマーケットインの視点を重視し
た流通販売対策に取り組んでいく。
○地元漁業者が水産加工業業者等と連携して取り組む生産・販売体制、高付加価値化やブランド化、加工品開発や消費拡大
に関する取組を支援するほか、漁業就業希望者に対する技術研修や、技術取得後の経営安定等の支援を実施し、新規漁業就
業者の確保を促進する。
　また、水産振興センター栽培漁業施設の改修整備により安定的な種苗生産体制を確立するほか、特にハタハタについて、
ふ化放流の取組への支援や、人工産卵藻場の設置などの支援を実施する。
○今後、需要が高まると予想される低投資型ＣＬＴや木と鉄鋼を組み合わせた複合木質部材など新しい木質部材の開発に
異業種や産学官が連携して取り組むとともに、その普及啓発を図る。
○県内高校生や県外からの移住者による林業への就業支援の実施により県内外から新規就業者を確保するほか、秋田林業大
学校を核として幅広い知識・技術とマネジメント力を持った若い技術者を育成するなど、将来の林業を担う若い林業従事者
を確保していく。

（３）観光を中心とした交流人口の拡大
○国内誘客の拡大に向け、ＪＲ東日本の重点販売地域指定を受けた「秋田県春の大型観光キャンペーン」などの効果的な観
光ＰＲを実施するとともに、市町村等との連携を図りながら、二次アクセスの充実や、秋田ならではの観光コンテンツの開
発などを進めていく。インバウンドについては、受入環境の整備に加え、重点市場ごとのテーマ・ターゲットを明確にした
誘客プロモーションや、東北各県との連携による広域的な取組などを着実に進めていく。
○首都圏の百貨店や民間事業者と連携した魅力ある商品開発を促進するとともにマーケティングノウハウや商品戦略の実務
等に関するセミナーを開催するほか、県外のアドバイザーや総合食品研究センターの技術を活用し、商品開発を支援す
る。幅広い県産品の国内外での販路開拓を図るため、県産食材マッチング商談会の開催やアンテナショップの機能強化等
により、首都圏等での売り込み体制を強化するほか、海外マーケットにおいて民間事業者の人的ネットワークを活用した
取組を推進する。
○本県の文化の継承・発展を図るため、多くの県民が文化活動に参加しやすくなる環境づくりや地域の文化を守り育てる取
組を実施するとともに、特に若者が主体的に実施する文化活動の取組を支援する。また、2020年東京オリンピック・パラリ
ンピックの文化プログラムを見据え、「新・秋田の行事」の開催など、秋田ならではの文化を国内外に発信するとともに、
平成30年度以降に開催が予定されている東京都主催「東京キャラバン」の本県開催を含め、市町村、民間団体等と連携し、
交流人口の拡大を図る。
○「健康寿命日本一」へ向けた、各年代における運動習慣の定着を図る取組を実施する。また、中学生強化選手と高等学校
強化拠点校が連携した取組や、アスリートの雇用や競技活動への支援などにより、ジュニア選手の強化とアスリート支援制
度の充実を図る。2020年東京オリンピックホストタウン等については、申請に向けて市町村をサポートするほか、国外ナ
ショナルチームの合宿誘致に向け、引き続きプロモーションを行う。
○国内定期便の利用促進のための取組として、乗り継ぎで秋田を訪れる観光客拡大のための旅行会社への支援強化など、県
内空港と国内他空港との航空ネットワークの充実に向けた取組を進める。奥羽新幹線、羽越新幹線の整備促進について
は、活動の推進母体として設立した「秋田県奥羽・羽越新幹線整備促進期成同盟会」を中心に、整備に向けた機運の醸成
のためのＰＲを重点的に実施するほか、国等への要望活動を積極的に実施する。
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あきた未来総合戦略　基本目標検証（平成28年度）

移住・定住対策

２ 基本的方向性

３ 数値目標及びその達成状況

４ 数値目標（ＫＰＩ）の分析

５ 基本目標を構成する施策検証の結果

Ｈ３０ Ｈ３１
直近の
達成率

達成度
年度

１ 基本目標 ２

○秋田の良さをまるごと移住希望者に情報発信し、移住希望者とのマッチングを図るとともに、移住希望者が求める多様な
ライフスタイルに対応した総合的な環境整備や、移住後のきめ細かいフォローアップ等により移住・定住の促進を図る。
○特色ある教育に磨きをかけるなど、県内大学等の魅力アップを図るほか、県内企業への人材を確保するため、就職支援体
制を充実・強化し、若者の県内定着を促進する。

数値目標
（重要業績指標ＫＰＩ）

現状値
年度 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９

293

20 目標 60 100

1,700 1,7001,061 目標 1,400 1,550 1,700

(1)
首都圏等からの移
住の促進

(ア)秋田の良さをまるごと伝える情報発信 Ａ

(イ)移住希望者の受入体制の充実・強化 Ａ

(ウ)多様なニーズに対応した移住の促進 Ｂ

(エ)移住後のフォロー体制の整備 Ａ

(2)
若者の県内定着の
促進

(ア)県内大学の強みを生かした人材育成と若者の定着促進 Ｂ

(イ)大卒・高卒者の県内定着の促進 Ｃ

Ａターン就職者数
平成31年度に 1,700人 61.4% Ｃ

Ｈ２６ 実績 1,080 952

出典：

○「Ａターン就職者数」は、平成22年度以降1,000人以上で推移していたが、平成28年度は前年度から128人減少し、952人となった。平成
28年度の達成率は61.4％と目標（1,550人）を下回っている。ただし「Ａターン登録者数」は前年度から183人増加し、2,705人となった。
　目標を達成できなかった要因としては、経済の回復基調により全国的に有効求人倍率が高水準で推移し、労働力不足が顕在化している
中で、人材獲得競争の激化が影響しているためと考えられる。

○「本県への移住者数（※）」は、首都圏における移住相談員や相談窓口の設置・運営、多様なメディアを活用した情報発信等による移
住情報の発信、秋田の｢多様なしごと｣と｢移住・定住支援策｣をパッケージにした｢くらし｣と｢しごと｣の提案及び体験プログラムの実施、
移住者に提供するために空き家を改修する市町村への助成、移住に伴い発生する引越費用や冬季生活用品の購入助成等による移住者受入
体制の整備、地域資源を活用した移住起業家育成プログラムの実施、市町村と連携した移住体験ツアーへの助成による移住体験・交流の
推進、市町村が配置する移住相談員・定住サポーターの養成、市町村・関係団体と連携した、移住者受入促進のための協議会の開催、さ
らに、多様な主体と連携した秋田の魅力ＰＲ、首都圏の若者と県内市町村との協動プロジェクト、教育体験を契機とした｢ご縁｣創出の取
組を実施したほか、昨年度までの各種取組の効果により、目標を大きく上回る成果が得られた。
（※移住者数は、県と協働で移住促進に取り組むＮＰＯ秋田移住定住総合支援センターへの移住定住登録世帯のうち、本県に移住した世帯人数）

項 立 て 施 策 名 施 策 検 証 の 結 果

出典： 移住・定住促進課調べ 単位 人 達成率 205.0% 293.0%

本県への移住者数
平成31年度に 220人

140 180 220

293.0% Ａ
Ｈ２６ 実績 123

雇用労働政策課調べ 単位 人 達成率 77.1% 61.4%

※達成度の判定基準　Ａ：100%以上　Ｂ：80%以上100%未満　Ｃ：60%以上80%未満　Ｄ：60%未満
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６ 施策検証の概要

７ 総合評価
(1) 評価

　
(2) 課題

(3) 今後の対応方針
○首都圏の移住希望者等へ、本県で暮らす人々の姿を発信するなど、移住先としての本県の魅力をＰＲし、移住促進を図るとともに、移
住潜在層に対する情報発信を行い、将来の移住につながる「秋田ファンづくり」に取り組む。
○移住施策に利用するため空き家の改修を行う市町村に対して改修費用の助成を行うとともに、民間企業等と連携し、「用途」や「趣」
等に着目した空き家情報の掘り起こし、情報発信に取り組む。
○移住者の地域への溶け込みを支援するなど、地域レベルでのきめ細かなサポートを行う定住サポーターを育成するための研修を行うと
ともに、移住者間のネットワーク構築支援等を行う。
○移住起業支援プログラムについて、対象市町村を拡大するとともに、テーマを設定するなど、より多くの起業を目指す人材への訴求を
図りながら、プログラム参加者の拡大を図る。また、多様な移住者ニーズに対応した「暮らし」と「しごと」をパッケージ化したプラン
を提案するため、多様な地域の働き方の掘り起こしを行う。
○県事業による移住体験については、移住希望者へより強力な訴求を図るため、子育て環境体験や先輩移住者からの魅力発信の一環とし
ての現地交流など、テーマを絞って実施する。
○就活情報サイトの充実やスマホアプリ利用者の拡大、県外大学との連携強化など様々なアプローチにより、若年層への情報発信を強化
し、マッチングの機会を提供するとともに、大学生等を対象とした各種セミナー等を通じて、秋田でのキャリアプランなどの意識醸成に
取り組む。
○私大・短大パワーアップ支援事業などにより大学等の魅力を高め、県内高卒者の県内大学への進学率を高めるとともに、秋田大学、秋
田県立大学、秋田工業高等専門学校と地元企業群等による就業支援・若者定着の促進を図る取組「地（知）の拠点大学による地方創生推
進事業（ＣＯＣ＋）」との連携などにより、県内就職の促進を図る。
○動物愛護推進の拠点となる動物愛護センター（仮称）の整備と併せ、引き続き犬猫の殺処分ゼロに向けた県民運動の取組を進める。

○「秋田の良さをまるごと伝える情報発信」、「移住希望者の受入体制の充実・強化」、「移住後のフォロー体制の整備」等
　移住促進関連の指標は、ほとんどの指標で目標値を達成している。
○「県内大学の強みを生かした人材育成と若者の定着促進」については、いずれの目標値も昨年度とほぼ同水準で推移した
ものの、目標を若干下回っている。
○「大卒・高卒者の県内定着の促進」については、大学進学者の県内就職希望登録者数が伸びなやんでいる。

総 合 評 価 Ｂ

理 由

○移住の相談窓口の拡充による相談件数の増加や、多様なメディアを活用した情報発信によるイメージア
　ップが図られ、移住相談件数、空き家を活用した移住のいずれも目標を上回る実績となった。
○大学進学者の県内就職希望者登録については、目標値に達することができなかったが、スマホアプリや
就活情報サイトなど様々な手法で県内就職情報を提供を行った。

○全国的に移住希望者層に対するＰＲ合戦が過熱しており、移住対象として、認知度向上のため継続的、効果的かつ充実した情報の提供
するとともに、移住を明確に意識していないが、地方での暮らしに興味がある移住潜在層に対する情報発信が必要となっている。
○移住者が求める多様な住環境を確保するため、県・市町村・不動産業界の連携により、空き家を活用するなどして、移住者の住環境確
保支援を促進する必要がある。
○移住後のサポート体制の充実を図るとともに、移住者間のネットワーク構築を支援する必要がある。
○本県での移住起業を目指す人材を誘致するためのより効果的な働きかけを行うとともに、本県における多様な「働き方・暮らし方」を
提案し、地域に活力を与える人材の誘致を促進する必要がある。
○市町村単独による短期移住体験事業の拡大に伴い、県事業の役割を見直す必要がある。
○社会減に歯止めをかけるため、県内就職率の向上に向けて、高校生や大学生等を対象とした意識醸成や就職支援等により、若年層の県
内定着・回帰を促進していく必要がある。
○県内高卒者の県内大学の進学率は同レベルを維持しているが、県内大学の県内就職率は逓減傾向にあるため、引き続き、改善に向けた
取組が必要である。
○「動物にやさしい秋田」の実現に向けて、犬猫の殺処分ゼロを目指しているが、未だ殺処分ゼロに至っていないことから、県民への動
物愛護思想の普及が必要である。
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あきた未来総合戦略　基本目標検証（平成28年度）

少子化対策

２ 基本的方向性

３ 数値目標及びその達成状況

４ 数値目標（ＫＰＩ）の分析

５ 基本目標を構成する施策検証の結果

６ 施策検証の概要

１ 基本目標 ３

○誰もが安心して結婚・妊娠・出産・子育てできるよう官民一体となった取組を展開し、「脱少子化」への気運を醸成する
とともに、男女の出会いから、家庭を持ち、夫婦が理想とする数の子どもを産み育てるため、独身者や子育て世代など、各
世代のニーズを踏まえた経済的支援を大胆に実施する。

数値目標
（重要業績指標ＫＰＩ）

現状値
年度 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１

直近の
達成率

達成度
年度

Ｈ２６ 実績 3,613 3,510

出典： 人口動態統計月報年計（概数） 単位 件 達成率 89.9% 87.3%

婚姻数
平成31年に 4,020件

3,842 目標 4,020 4,020 4,020 4,020

1.39 1.42 1.45 1.47 1.50

Ｂ

4,020

87.3%

※達成度の判定基準　Ａ：100%以上　Ｂ：80%以上100%未満　Ｃ：60%以上80%未満　Ｄ：60%未満

○婚姻数は、3,510組で平成27年の婚姻数3,613組より103組の減少となった。男女とも、高校卒業後の進学・就職を契機と
　して県外に転出する人口の社会減により、適齢期となる15～49歳の人口が大幅に減少したことが要因である。

○28年は前年を0.04ポイント上回る1.39（全国1.44、本県の全国順位38位）で、各種施策を展開しているものの目標達成に
は至らなかった。若者の県外流出等による母となる人数の減少、晩婚化・未婚化の進展が影響しているものと考えられる
が、これまでの趨勢を考慮すると、平成29年の目標達成も容易ではない。しかしながら、少子化対策に特効薬はなく、引き
続き、産業政策・教育政策等も含む、他の施策の推進と相まって、子育て家庭の経済的負担の軽減、安心して出産できる環
境づくり、仕事と育児・家庭を両立できる環境づくり等に関する施策を展開していく必要がある。

項 立 て 施 策 名 施 策 検 証 の 結 果

出典： 人口動態統計月報年計（概数） 単位 － 達成率 97.1%

97.9% Ｂ
Ｈ２６ 実績 1.35 1.39

97.9%

合計特殊出生率
平成31年に 1.50

1.34 目標

(ア)結婚、出産、子育てに関する意識の醸成 Ａ

(イ)仕事と子育てを両立できる環境づくり Ａ

(ア)多様な主体による出会いの機会の提供 Ａ

(イ)安心して出産・子育てできる環境づくり Ｂ

(1)
官民一体となった脱
少子化県民運動の展
開

(2)
結婚・妊娠・出
産・子育ての総合
的な支援の充実・
強化 (ウ)子育て家庭の経済的負担の軽減 Ａ

○「結婚、出産、子育てに関する意識の醸成」、「仕事と子育てを両立できる環境づくり」、「多様な主体による出会いの
機会の提供」、「子育て家庭の経済的負担の軽減」については全て目標値を達成しており順調である。
○「安心して出産・子育てできる環境づくり」については、目標をやや下回ったものや、学校統廃合による変化の影響を受
けて達成率が微減したものがある。

7



７ 総合評価
(1) 評価

(2) 課題

(3) 今後の対応方針
○平成２９年度新規事業として「あきた結婚支援センターマッチングシステム強化事業」、「あきた結婚支援センターイ
メージアップ事業」、「出会い・結婚応援事業」を実施する。これらの事業は、あきた結婚支援センターの柱の取組となる
マッチングシステムの強化と、あきた結婚支援センターの認知度向上に向けた事業であり、課題の解決に向け実施する事業
となっている。
○子育て世代包括支援センターの設置については、市町村担当者会議や市町村子ども・子育て会議の代表者会議等の機会を
とらえ働きかけを強化するとともに、これまでの事業の継続に加え同センターの設置に必要な経費の助成を県独自に実施し
ていく。
○増加する保育ニーズに対応できるだけの保育人材が確保できるよう、国の制度を活用しながら、更なる処遇改善や保育士
等の負担軽減などの対策を講じていく。
○これまでの事業を継続しながら両立支援に取り組む企業を増やしつつ、今後は、一歩進んだ取組に挑戦する企業を支援す
るなど子育てしながら働きやすい職場環境づくりを加速させる。

総 合 評 価 Ｂ

理 由

○脱少子化モデル企業は順調に拡大しており、学校における副読本の活用も進んでいる。
○両立支援推進員の企業訪問や専門アドバイザーの行動計画策定支援等により、一般事業主行動計画の累
　積策定件数が増加している。
○（一社）あきた結婚支援センターの成婚報告者数や、出会いイベントも前年を上回る実績となってい
　る。
○不妊専門相談センターの相談件数は増加しており、目標を上回っている。
○地域の様々な保育ニーズに対応する保育サービスが提供でき、認定こども園を目指す幼稚園・保育所に
対して訪問指導や認可後のフォローアップを施設整備と併せて支援し、保育の受け皿の充実を図った。

○あきた結婚支援センターの登録期間の満了に伴い、更新せずに退会する割合が高いこと等により登録者数が伸び悩んでい
ること、あきた結婚支援センターの認知度は２５．１％と低く、その向上が課題である。
○子育て世代包括支援センターの必要性に対する市町村の認識向上と、市町村における専門的人材の確保が課題である。
○一部の市町村では、増加する保育ニーズに対応する保育人材の確保が困難であることから、依然として待機児童が発生し
ている。認定こども園の設置促進のほか、効率的な保育士等確保対策を行う必要がある。
○少子化対策は出会い・結婚から子育てまで、ライフステージに応じた総合的な施策を継続的に展開することが必要であ
る。
○次世代法に基づく子育てサポート企業の「くるみん」認定を取得する県内企業は少なく、「プラチナくるみん」認定にお
いては、未だに取得企業は１社もない状況である。
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あきた未来総合戦略　基本目標検証（平成28年度）

新たな地域社会の形成

２ 基本的方向性

３ 数値目標及びその達成状況

４ 数値目標（ＫＰＩ）の分析

５ 基本目標を構成する施策検証の結果

６ 施策検証の概要

１ 基本目標 ４

○地域資源の活用を促進するとともに、地域活動や社会活動の担い手となる女性・若者等の活動を支援するほか、多様な主
体との協働を促進し、コミュニティの維持・活性化を図る。
○公共基盤の確保に向けた市町村との連携や機能合体の推進など、人口減少社会にあっても住民サービスの水準を維持し、
安心して暮らせる仕組みをつくる。

数値目標
（重要業績指標ＫＰＩ）

現状値
年度 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１

直近の
達成率

達成度
年度

70.0 75.0

出典： 県民意識調査 単位 ％ 達成率

「住んでいる地域が住みやす
い」と思っている人の割合
平成31年度に 80%

－ 目標 60.0 65.0

Ａ

80.0

102.3%
Ｈ２６ 実績 77.6 66.5

129.3% 102.3%

社会活動・地域活動に参加し
た人の割合
平成31年度に 68.0%

46.4 目標 52.0 56.0

84.8%

75.0% Ｃ
Ｈ２６ 実績 44.1 42.0

75.0%

60.0 64.0 68.0

出典： 県民意識調査 単位 ％ 達成率

※達成度の判定基準　Ａ：100%以上　Ｂ：80%以上100%未満　Ｃ：60%以上80%未満　Ｄ：60%未満

○「住んでいる地域が住みやすい」と思っている人の割合は、平成２９年度調査における回答選択肢の見直しにより、前年
度より11.1ポイント減少した。しかしながら、「住みやすい」、「やや住みやすい」を選択した人の割合は目標値を上回っ
ており、地域の住みやすさに対する満足度は比較的高いと言える。

○社会活動・地域活動に参加した人の割合については、目標値に対して75%となり、昨年から2.1ポイント減少した。これ
は、若い世代の参加割合が10代で20.7％（前年22.9%)、20代で18.1％（前年25.0%)、30代で28.7％（前年31.0%)となり、他
の年代（概ね40％以上）の参加割合と比較して低位であることが要因となっている。

項 立 て 施 策 名 施 策 検 証 の 結 果

(イ)安全・安心まちづくり Ｂ

(1)
地域社会の維持・
活性化

(2)
安全・安心な暮ら
しを守る環境づく
り (ウ)インフラのマネジメント強化 Ａ

(ア)地域資源の活用等による地域コミュニティの再構築 Ｂ

(イ)女性、若者の活躍支援 Ａ

(ア)健康で安心な暮らしの確保 Ｂ

○いずれの施策も達成率が80％以上となっており、（イ）女性、若者の活躍支援については「Ａ」、その他の施策について
は「Ｂ」とした。
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７ 総合評価
(1) 評価

(2) 課題

(3) 今後の対応方針
○地域の支え合いについては、トライアル事業等の成果を全県に波及させ、市町村の地域課題解決の取組を支援する。ま
た、シニア人材については、シニア人材名簿の活用によりマッチングに取り組んでいく。
○地域コミュニティ活動の活性化に向けて、県と市町村との連携による地域コミュニティ政策推進体制の整備や集落間交
流・連携の促進及び持続的な活動を支える仕組みづくりを進めていく。
　お互いさまスーパーについては、秋田版小さな拠点として、既設３店舗の機能強化を図るとともに、新規設置に向けた取
組を推進する。
○県・市町村協働の地域づくりについては、水道事業の広域連携の検討のほか、罹災証明書の交付に伴う被害調査等の実施
体制の整備について取り組む。
○立地適正化計画については、策定に意欲のある市町村と研究会等を立ち上げ、協働で進めるほか、県版立地適正化計画策
定ガイドラインの作成などを通して市町村の支援を進める。
○地域公共交通の確保を図るため、市町村や交通事業者と地域の実情に応じた新たな課題解決手法を検討する。
○学校・家庭・地域が一体となって子どもを育む体制づくりについては、コーディネーターの育成研修会等を行う。
○企業における一般事業主行動計画の策定やその取組の拡充を支援する。青少年育成団体と若者団体の活動支援等を行うと
ともに、若者団体相互のネットワークの拡大を支援する。また、新たな居場所の開拓を進めるとともに、各地域に開設され
た若者の「居場所」の運営スタッフの育成等により、支援体制の充実を図る。
○ＣＣＲＣを導入したまちづくりを推進するため、引き続き自治体や民間事業者等で組織する推進協議会や県民等を対象と
したシンポジウム等の開催のほか、民間事業者等が行う事業化に向けた取組に対し支援する。雪対策については、共助組織
の設立を加速していくとともに、市町村等と連携を図りながら地域の実情に応じた取組を推進していく。
○県内の地域コミュニティの拠点や防災拠点、来訪者が集まる場所における通信インフラの整備を進め、通信環境の有効活
用に取り組む市町村を支援する。高齢者安全・安心アドバイザーによる交通安全指導を継続していく。
○インフラについては、必要な予算確保を国に働きかけていくほか、効率的な実施に努める。また、建設産業の担い手の確
保・育成については、「建設産業の担い手確保育成センター」がワンストップ機能を発揮し、産学官が一体となって広報・
マッチングや女性活躍、人材育成等に取り組んでいく。

総 合 評 価 Ｂ

理 由

○地域資源の活用等による地域コミュニティの再構築については、地域支え合い体制構築のためのトライ
アル事業等を実施した。また、県と市町村が一体となって推進する「未来づくり協働プログラム」につい
ては25市町村全てで取り組むこととなった。
○地域資源の活用等による地域コミュニティの再構築に関しては、ＫＰＩが29年度以降になるものがある
が概ね目標値を達成している。
○女性、若者の活躍支援については、４項目すべてが目標値を達成しており、女性の管理職登用率等を盛
り込んだ行動計画を策定した300人以下の一般事業主は、64社の実績があった。
○健康で安心な暮らしの確保については、ＣＣＲＣの導入によるまちづくりを促進するため、推進協議会
やシンポジウムの開催などにより市町村や関係機関との情報共有等を図ったことで、ＣＣＲＣに取り組む
動きが徐々に出てきている。また、総合的な雪対策に向けた共助組織は着実に増加している。
○インフラのマネジメント強化については、老朽化対策や生活排水処理の広域共同化に係る取組などを進
めたほか、長寿命化計画策定に向けた河川施設等の点検などを実施している。

○地域の支え合いについては、各地域が課題解決に向けた取組を継続していくための資金調達が必要であり、シニア人材の
活用については、地域ニーズとのマッチングの促進が必要である。
○地域コミュニティ活動の活性化については、地域の実情に応じた行政の支援体制の充実が必要であり、地域住民が運営す
る「お互いさまスーパー」については、経営の安定化と機能強化を図る必要がある。
○県・市町村協働の地域づくりについては、人口減少に伴い、財政規模の縮小が進む中においても、住民サービスを継続
的・効率的に提供していく体制をつくるため、県と市町村の連携や市町村相互の連携をさらに進めていく必要がある。
○立地適正化計画の策定を進めるに当たり、市町村職員の人材やノウハウが不足している。
○地域公共交通の確保は市町村と連携しながら取り組んでいるが、人口減少や少子高齢化などにより利用者数が低迷してい
る。
○放課後子ども教室等、学校・家庭・地域が一体となって子どもを育む体制づくりと、各取組を推進するコーディネーター
の育成が必要である。
○女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画の策定を更に進める必要がある。子ども・若者の活躍支援については、地域
の元気創出に向けて行動する若者や団体を育成し、そのネットワーク化を図る必要がある。自立支援が必要な若者について
は、身近な「居場所」において情報提供等を行い就労につなげていく体制づくりが必要である。
○ＣＣＲＣを導入したまちづくりについては、市町村等の取組や関係者間の連携を促進するための情報提供や取組支援等が
必要であり、また、雪対策については、比較的雪の少ない沿岸部・市街地での共助組織の設立が進みにくいことが課題であ
る。
○公共施設における公衆無線ＬＡＮ整備は市町村によって進捗にばらつきがあるほか、インターネットを利用した住民への
サービス提供が進んでいない。高齢運転者の割合が年々増加しており、今後、さらに高齢者が当事者となる交通事故の増加
が懸念されるなど、高齢者に対する交通死亡事故抑止対策が重要な課題である。
○インフラの計画的な維持管理等や人口減少社会に向けた施設の広域共同化については、継続的な取組と確実に実施するた
めの予算確保、及び建設産業の担い手の確保・育成が必要である。
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